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アプリで確認する ── 人生の“お金の流れ”を、見える化。

CASH FLOW

キャッシュフローグラフで、お金の流れを一目で把握。

POINT 01

お金の流れを一目で把握。

収入・支出・資産の推移をビジュアルで確認できます。

POINT 02

18種類以上のシミュレーション。
教育・住宅・老後・保険・税金・投資・介護・転職・年金・独立・相続など。

POINT 03

スマホでいつでもアクセス。

家族と一緒に将来を考えられます。シミュレーションは何度でも更新可能です。

各シミュレーションの結果は、入力内容を基にした概算です。実際の税額・社会保険料・受取額等とは異なる場合があります。
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DC併用がもたらす、経済的な効果。
給与の一部を選択制企業型DCの掛金へ振り替えることで、
会社と従業員に経済的な効果が生まれる可能性があります。

EFFECT 01 ── 会社

社会保険料の負担が
軽減される可能性

標準報酬月額の変更が反映された場合、
会社側の社会保険料が軽減される可能性があります。

EFFECT 02 ── 従業員

税・社会保険料の負担を
抑えながら資産形成

所得税・住民税・社会保険料の負担軽減を見込みなが
ら、将来資産を積み立てられます。

EFFECT 03 ── ポイント

フクリス費用を
抑えられる可能性

会社側の社会保険料軽減効果によって、

フクリス費用の一部または全部を補えるケースがあり
ます。

税・社会保険料の負担を抑えながら、将来の資産形成を支援します。

※社会保険料・税の軽減効果は、企業型DCを併用した場合の概算です。給与水準・等級・拠出額・改定時期により異なります。
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DCと一緒に導入すると、費用負担を抑えられる可能性。
以下は企業型DCを併用した場合に生じる費用面の効果です。フクリス単体の効果ではありません。

COST

フクリスの年間費用

月額1,500円（税抜）/人×12ヶ月

－

SAVINGS（DC併用時のみ）

会社の
社会保険料軽減見込額

給与の一部をDC拠出に振り替えた効果

＝

RESULT

費用負担を
抑えられる可能性

社会保険料軽減額が費用を上回るケースも

社会保険料軽減効果によって、フクリスの費用負担を抑えられる可能性があります。

※実際の削減額は、給与水準・掛金額・標準報酬月額の等級・社会保険料率・改定時期により変動します。フクリス単体では社会保険料軽減効果は発生しません。
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なぜ、月2万円の拠出を目安にしているのか。
家計改善や資産運用の見直しによって、月2万円程度をDCへ振り向けられるケースがあります。

STEP 01

家計改善の余地を
確認

固定費や支出の見直しで、
月々の拠出原資を探します。

＋

STEP 02

資産配分を
整理

NISA・保険・企業型DCの役割を整理し、
目的に応じて適切な拠出額を設計します。

＝

RESULT

DC拠出額の
目安

月2万円を一つの参考値として、
無理のない範囲で設計します。

重要：月2万円は固定ではなく、家計・年収・制度上限・本人意向に応じて調整します。

※上記は標準的な家計を想定した目安です。実際の節約余地・拠出額はご家庭の収支構造により異なります。
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従業員ひとりあたりの、年間負担軽減見込額。

年収・家族構成・標準報酬月額等を基にした概算で確認します。

FOR EMPLOYEE ──── 従業員

税金・社会保険料の軽減見込額

社会保険料の軽減（本人負担分） 約35,000円

所得税の軽減 約 8,000円

住民税の軽減 約16,000円

年間負担軽減見込額 約59,000円 / 年

FOR COMPANY ──── 会社

社会保険料の
会社負担分が軽減

1人あたり年間

約35,000円 /人/年

※社会保険料は、DC利用前後の給与を標準報酬月額表へ当てはめて計算。変更反映後、同じ等級が12か月適用された場合の年間換算額です。

※月給25万～55万円程度では、月2万円のDC拠出により、社会保険料が本人・会社それぞれ年間約3.5万円軽減されるケースがあります。
ただし、標準報酬月額の等級によって、軽減額が発生しない場合や金額が異なる場合があります。
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導入効果シミュレーション

費用や効果といった数値を、導入前にあらかじめ理解しておくことが大切です。

※結果は年収・家族構成・標準報酬月額等を基にした概算です。実際の反映時期や金額は個別条件によって異なります。想定運用利回りは初期値5.0％で、変更可能です。
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シミュレーション結果を見るときの注意点

数字を正しく受け止めるために、前提条件と限界を確認します。

1 結果は概算

税金・社会保険料・将来資産額などは、入力内容を基にした目安です。

2 社保はすぐ下がるとは限らない

標準報酬月額の変更が反映された後の概算です。

3 税額は家族構成や控除で変わる

住宅ローン控除・医療費控除など個別事情で変わります。

4 運用結果は保証ではない

利回りは仮定です。市場環境により変動し、元本割れもあります。

5 制度・料率は変わる可能性

税制・社保料率・公的保障は将来変更されることがあります。

6 最終判断は個別確認

勤務先・専門家・最新資料も確認してください。

補足 フクリスは判断の土台を整理するためのツールです。最終的な税額・保険料・受取額等を確定するものではありません。
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30名規模なら、こうなります。
従業員が一定額を選択制企業型DCへ拠出した場合の参考ケースです。

SAVINGS

会社の社保軽減見込額

約105万円 / 年
全従業員が月2万円拠出した場合の概算。

＞

COST

フクリスの年間費用

約54万円 / 年
1,500円（税抜）× 30名 × 12ヶ月

参考ケースでは、社保軽減額がフクリス費用を上回る可能性があります。

※全従業員の社会保険料が一律に軽減されるものではありません。給与水準、掛金額、標準報酬月額の等級、改定時期によって軽減額は異なります。
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50名規模なら、こうなります。
従業員が一定額を選択制企業型DCへ拠出した場合の参考ケースです。

SAVINGS

会社の社保軽減見込額

約175万円 / 年
全従業員が月2万円拠出した場合の概算。

＞

COST

フクリスの年間費用

約90万円 / 年
1,500円（税抜）× 50名 × 12ヶ月

参考ケースでは、社保軽減額がフクリス費用を上回る可能性があります。

※全従業員の社会保険料が一律に軽減されるものではありません。給与水準、掛金額、標準報酬月額の等級、改定時期によって軽減額は異なります。
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100名規模なら、こうなります。
従業員が一定額を選択制企業型DCへ拠出した場合の参考ケースです。

SAVINGS

会社の社保軽減見込額

約350万円 / 年
全従業員が月2万円拠出した場合の概算。

＞

COST

フクリスの年間費用

約180万円 / 年
1,500円（税抜）× 100名 × 12ヶ月

参考ケースでは、社保軽減額がフクリス費用を上回る可能性があります。

※全従業員の社会保険料が一律に軽減されるものではありません。給与水準、掛金額、標準報酬月額の等級、改定時期によって軽減額は異なります。
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会社の追加負担を抑えながら、未来へ着実に。

社保軽減効果を活用し、福利厚生と資産形成支援を両立します。

FOR COMPANY ──── 会社サイド

追加負担を抑えられる
可能性があります。

社保軽減分によって、フクリス費用の一部または全部を補えるケースがあ
ります。

FOR EMPLOYEE ──── 従業員サイド

将来の資産を
積み立てられる。

税・社保の軽減分を踏まえながら、将来の資産形成へつなげます。

会社にとっても、従業員にとっても、前向きな一歩を。

※企業型DCを併用した場合の効果イメージです。運用成果を保証するものではありません。
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安心していただくために、明朗会計。

フクリス本体の月額料金はシンプルで、企業型DCを導入する場合のみ別途手数料が発生します。

POINT 01

フクリス本体に隠れたオプション費用はありません

勉強会・FP相談・アプリ・動画コンテンツは、すべて月額料金に含まれます。

POINT 02

月単位で、解約可能

長期契約に縛られません。まず数ヶ月、お試しいただくこともできます。

補足：企業型DCを導入する場合は、フクリス料金とは別に金融機関手数料等が発生します。
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【ご参考】企業型DC運営に係る金融機関手数料
フクリス費用とは別に発生する、金融機関側の標準的な手数料例です。

＜導入時＞一時費用

導入一時金

制度立ち上げの初期費用
132,000円

資産管理機関取扱手数料

資産管理機関への支払い
33,000円

口座開設手数料

加入者1名あたり
3,300円 / 人

＜月額＞継続費用

事務手数料

運営事務手数料
5,500円 / 月

収納代行手数料

掛金収納代行業務
330円 / 月

加入者手数料

加入者1名あたり
330円 / 人 / 月

※提携金融機関の手数料例（2026年現在）。金融機関、企業規模、制度内容によって実際の手数料は異なります。CoDeCoサポート料除く。
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はじめての導入も、安心のサポート体制。

導入手続きや社内案内をサポートし、経営者・担当者の負担をできる限り抑えます。

1

無料相談

2

プラン設計

3

社内説明会

4

運用スタート

フクリスは最短1ヶ月で開始可能。

※「最短1ヶ月」はフクリス（教育・相談サービス）の開始までの目安です。企業型DCそのものの導入は、金融機関の審査・規約承認・厚生局への届出等が必要なため、一般的に2〜4ヶ月程度かか
ります。

※スケジュールは無料相談時に、御社の状況に合わせて具体的にご提示します。




